
０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

7,538 - 6,450 143 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

5,444 5,444 
啓発資料の作成及び購入1,188千円
テレビ・ラジオスポット放送広告778千円
バスラッピング広告3,478千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑧消費生活相談体制整備事業 1,890 945 相談委託料1,890千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

204 61 143 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

相談員参加旅費137千円、行政職員参加旅費58千円
相談員参加負担金6千円、行政職員参加負担金3千円
（うち、173千円、相模原研修施設での研修参加分、平成27
年度から）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

市町村事業計画様式

市町村名 和歌山市 自治体コード 302015 平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県

26年度
補正予算

基金



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 相談員を2名配置。

（強化） 平成23年4月から相談員を増員し、相談体制の充実を図る。（相談員1名・週4日・1日5.5時間、年間委託料1,8９0千円）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし。

（強化）

悪質商法等による被害の未然防止及び相談窓口周知のための啓発広報の実施
・啓発資料の作成及び購入（5,000部）1,188千円
・テレビ及びラジオスポット放送778千円
　（テレビスポット放送（15秒×15回）27,620円×15回×1.08=447,444円、　ラジオスポット放送（20秒×30回）10,200円×30回×1.08=330,480円）
・バスラッピング広告（左側面10台×12か月）3,478千円

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

（既存） 各種会議や連絡調整等の旅費

（強化）

国民生活センター主催、消費生活相談員研修（２人×１回）への参加支援
・参加旅費22千円
・参加負担金0千円
相模原研修施設への研修参加支援（3人×1回）
・参加旅費173千円
・参加負担金9千円

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 3,070                 千円 20年度差 675                   千円 前年度差 231                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 945                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 2,839                 千円

今年度の消費者行政予算 9,663                   千円

うち交付金等対象経費 6,593                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 900                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象経費 9,788                 千円

平成20年度の消費者行政予算 2,395                   千円

前年度の消費者行政予算 12,627                  千円

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1         1,056   

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

1         1,890        

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 人日



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 ○ 国民生活センター主催研修への参加支援（1人×2回、2人×1回)

前年度における首長表明の有無 有

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2              人 今年度末予定 相談員数 2              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 4              人 今年度末予定 相談員総数 4              人



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計 2,777 - 2,712 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

講座・巡回相談委託料（講師謝金・旅費、教材作成等）
回覧板印刷代（３０００枚）パンフレット（２５００部）
ボールペン（５００本）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

市民向け啓発講座・巡回相談や研修会の実施
パンフレット等啓発物品の配布による啓発活動

2,647 2,647 

⑧消費生活相談体制整備事業 専門相談員による定期相談 130 65 相談業務委託料（１２９，０００円＝１０，８００円×１２回）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

市町村事業計画様式

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

海南市 自治体コード 302023 平成 27 年度



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 定期相談（専門相談員1名・月2回・3時間/日・1回あたりの相談費用5,000円）

（強化） 定期相談（専門相談員1名・月1回・3時間/日・1回あたりの相談費用10,800円）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化）
市民への啓発講座の実施（10回）をはじめ、啓発パンフレット（2,500部）、ボールペン（500本）の作成配布とより多くの市民に見て頂けるように回覧板（３０００枚）作成
し、消費者問題に対する周知・教育と潜在化している消費者被害の掘り起こしや解決を図り、消費者被害にあわないまちづくりを推進する。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -192                  千円 前年度差 -19                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 65                     千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 65                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 2,777                   千円

うち交付金等対象経費 2,712                 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 84                     千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 65                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 495                   千円

千円

前年度の消費者行政予算 579                      千円

対象人員数計 追加的総費用

1         130          

平成20年度の消費者行政予算 257                      

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

1         

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

人



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上 ○
平成22年度　　　　　　　　　　　1回あたり（3時間）の相談費用　5,000円
平成23年度～平成25年度　 1回あたり（3時間）の相談費用　10,500円
平成26年度～　　　　　　　　　 1回あたり（3時間）の相談費用　10,800円

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

平成 27 年度都道府県名 和歌山県 市町村名 橋本市 自治体コード

合計 8,763 - 5,501 2,931 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

講座実施委託、消耗品費（啓発物品等）、会場使用料、
講演会実施委託、講演会ポスター印刷

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

コミュニティ企業を通じてのタイムリーな注意喚起
情報発信事業

604 604 
ミニコミ紙、コミニティFM局を使っての情報発信手数料、
人材育成講座実施委託

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害の未然防止・拡大防止のための啓発
事業（出前講座、物品購入等）

4,641 4,574 

旅費、高速代、駐車場代、研修参加費

⑧消費生活相談体制整備事業
専門相談員による消費生活出張相談事業、近隣
町との相談相互受け入れ連携（１市２町）事業

2,960 150 2,660 相談員雇用（常勤）、相談員派遣委託

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

担当職員、相談員の相談対応能力向上のための
研修等参加

280 271 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

参考図書、相談員用PC購入、相談直通電話・テレビ電
話回線通信料

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

消費生活相談窓口の強化 278 173 

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

302031



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存） なし

（強化）
地域で啓発を担える人材育成講座受講修了者同士の連携を図り、グループ化の実現を目指す。協働や住民自身による啓発事業展開への働きかけを行
う。地元ミニコミ紙、地元FMラジオ局を通じ、消費者被害の未然防止、拡大防止のための注意喚起情報の発信を行う。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業

（既存） なし

（強化）
相談員の常勤雇用（週５日）、専門相談員による出張相談会（１名：年24回：委託）。　１市２町での専門相談員による相談事業の相互連携協定。多重債務
相談における司法書士会との協働協定。弁護士会との連携強化。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
全市民向け啓発パンフ等作成（25500戸分）、啓発グッズ（（例）「くらしの豆知識」、ボールペン、ティッシュ、タオル等啓発力のある名入れグッズ）作成、未
然防止・拡大防止に向けての啓発講座開催（委託12回・自前10回）、消費者力向上のための市民向け公開講座実施

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化）
相模原研修をはじめ経産省、農林省、金融庁をはじめとする関係省庁や民間事業者等が主催の研修やセミナーに参加し、相談対応能力jのれべえる
アップを図る。また、近畿ブロック消費生活センター連絡会議等を通じ他府県の消費生活センターとの交流を深めるとともに、本市の消費者行政に活かす
ための会議等に参加する。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） なし

（強化） 相談対応のための図書、機器充実



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

前年度差 10                   千円331                 千円うち交付金等対象外経費 20年度差 169                 

8,432              

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

321                 

3,628              

162                    

3,949                 前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

2        2,960      

8,763                 

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

2        1,747  

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象の賃料、人件費等 149                    千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,810                 千円

うち先駆的事業 千円

千円うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

④その他

③就労環境の向上

②研修参加支援

人

処遇改善の取組 具体的内容

1            

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

1            

うち委託等の相談員 前年度末

人 今年度末予定

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無 有

前年度末 相談員総数

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数

今年度末予定 2            

人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定

相談員数 1            人 今年度末予定 1            人

相談員総数

相談員数

相談員数

相談員数



別添

自治体名 ○○（都道府）県

○実施要領及び運営要領別添１メニュー６「地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業」

事業の名称 事業区分 事業概要 支出予定額（千円） 関連事業の有無 備考

計 0

※メニュー６において実施する500万円以上の事業についてご記入ください。



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村名 有田市 自治体コード 302040 平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

専門知識を有する相談員配置に係る電話機の電話料 43 

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業 専門知識を有する相談員配置 142 71 報酬・費用弁済（11,800×12回＝141,600）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

被害防止のための講演会の実施・広報用物品購入 544 308 236 
講師謝金・旅費・消費者ニュースなど広報するための物品お
よび啓発用物資購入

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

729 308 307 - 合計

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

被害に遭わないための啓発物品（啓発用パンフレット4,000部・チラシ作成）。啓発講座を10回開催。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 専門知識を有する相談員を委託により配置（1名・月1回）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1         36       

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

1         142          

平成20年度の消費者行政予算 16                        千円

前年度の消費者行政予算 1,218                   千円

うち交付金等対象経費 1,105                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 71                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 113                   千円

今年度の消費者行政予算 729                      千円

うち交付金等対象経費 615                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 71                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 114                   千円 20年度差 98                     千円 前年度差 1                       千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定 相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

御坊市 自治体コード 302058 平成 27 年度

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

285 285 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

研修会参加旅費・参加負担金(うち224,000円相模原研修施
設参加分　平成２７年度から）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 相談業務担当職員の研修会参加支援

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

被害未然防止のための啓発活動、啓発物品の購入、
消費者に対する研修会の開催、出前講座の備品購入

2,104 2,104 
啓発用物品・啓発用カレンダー作成・出前講座用音響備品
購入・研修会委託費（講師謝金・旅費・資料代）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

2,389 2,389 - - 合計



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

相談窓口強化のため、積極的に研修会に参加。研修会参加旅費・参加負担金(うち224,000円相模原研修施設参加分　平成２７年度から）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

学生用啓発パンフレットを市内中学1年生を対象に配布（500部）・新成人用パンフレットを配布（500部）・啓発用カレンダーを全戸配布（9,100部）、イベントや出前講座
で啓発物品を配布（高齢者用パンフレット500部・マグネット1,000個・うちわ2,000本・風船1,650個）、市内消費者団体及び高齢者団体に対し、研修会実施（4回）、消費
者団体による啓発物品作成消耗品、職員による出前講座実施の際のワイヤレスアンプ一式。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存） 担当者会議等出席分旅費

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） 国民生活センター等作成のパンフレットを適宜配布

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 214                      千円

前年度の消費者行政予算 2,018                   千円

うち交付金等対象経費 1,889                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 129                   千円

今年度の消費者行政予算 2,513                   千円

うち交付金等対象経費 2,389                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 124                   千円 20年度差 -90                   千円 前年度差 -5                     千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -              人 今年度末予定 相談員総数 -              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

合計 1,273 1,273 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

出前講座委託料、小学生向けリーフレット購入費、全戸配布
チラシ印刷費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

出前講座開催。リーフレットの購入、チラシ作成等。 1,204 1,204 

旅費

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 国民生活センター等開催の研修参加支援 69 69 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名 田辺市 自治体コード 302066



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化） 出前講座（１０回）。小学生用パンフレットを購入し配布する。啓発用全戸配布チラシの作成。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存） なし

（強化） 国民生活センター主催の研修に参加し、知識の向上を図る（１名２泊３日）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 123                   千円 前年度差 115                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 413                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 1,686                 千円

うち交付金等対象経費 1,273                 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 298                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 2,093                 千円

平成20年度の消費者行政予算 290                   千円

前年度の消費者行政予算 2,391                 千円

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -              人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

合計 2,280 - 2,175 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

広報資料・コンテンツ作成・購入費、委託料

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

小中学生、成人、高齢者の各世代向けに啓発チラ
シ。一般向けに啓発物品を配布。一般向けに啓発講
座を開催。

1,932 1,932 

旅費、研修費、教材費

⑧消費生活相談体制整備事業 月１回、専門相談員配置による相談窓口を開設する 210 105 報酬（委託料）　17,480×12回＝209,760

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

市担当者が消費者行政に係る研修に参加する 108 108 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

地方新聞広告料

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

30 

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

専門相談窓口開設の広報を行う 30 

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

新宮市 自治体コード 302074 平成 27 年度



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） ２０～２１年度にかけて委託により、月１回、専門相談窓口を開設。２２年度以降は開設していない

（強化） 委託により専門相談窓口を月１回開設。状況に応じて、市職員も相談に加わる。また、業務の空き時間を利用し、市担当職員や希望者らへの指導・講習を行う

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

（既存） 必要に応じて、注意喚起チラシを市独自で作成し、町内回覧を実施。「くらしの豆知識」は希望者に配布

（強化） 小学生、中学生、成人、高齢者の各世代に向けた啓発チラシ、啓発物品の配布のほか、委託により１０回の啓発講座を行う。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 予算的、時間的な面から、研修には参加できていない

（強化） 積極的に研修に参加し、市担当職員のレベルアップを図る

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存） ２０～２１年度にかけて委託により、月１回、専門相談窓口を開設。２２年度以降は開設しておらず、広告や窓口の周知は未実施

（強化） 専門相談窓口を開設している旨の広報を行う



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -171                 千円 前年度差 -274                 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 250                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 105                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 2,425                   千円

うち交付金等対象経費 2,175                千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 524                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 108                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 4,021                千円

1         210          

平成20年度の消費者行政予算 421                      千円

前年度の消費者行政予算 4,545                   千円

1         36       

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1             人 今年度末予定 相談員数 1             人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 1             人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1             人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

和歌山県 市町村名 紀の川市 自治体コード 302082 平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業
相談窓口へ専門相談員を配置
相談員１名・週２回

192 96 相談員勤務（月２回）（8,000円×24回）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

出前講座の開催／消費者啓発講演会の開催／啓発
グッズの作成

800 779 消耗品等

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

992 - 875 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

合計

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 無し

（強化） 専門相談員１名（月２回：第２・４水曜日）配置による業務委託

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） 無し

（強化） 出前講座（年１５回開催予定）講師（報償費、消耗品費）／消費者啓発講演会（印刷製本費、通信運搬費、委託料、消耗品費）／啓発活動（消耗品費）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

72       

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

192          

平成20年度の消費者行政予算 45                        千円

前年度の消費者行政予算 2,522                   千円

うち交付金等対象経費 2,403                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 96                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 119                   千円

今年度の消費者行政予算 992                      千円

うち交付金等対象経費 875                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 96                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 117                   千円 20年度差 72                     千円 前年度差 -2                     千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定 相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計 959 796 81 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

啓発物品等購入費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発用物資の作成 721 721 

相談担当職員研修旅費、研修負担金
（48千円　相模原事務所での研修参加分（Ｈ２７～））
（17千円　地域コース研修参加分（Ｈ２７～））

⑧消費生活相談体制整備事業 専門相談員による消費生活相談窓口を実施 163 81 消費生活相談窓口委託料

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 消費生活相談担当職員の研修参加支援 75 75 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

市町村事業計画様式

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

岩出市 自治体コード 302091 平成 27 年度



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 専門相談員等による相談事業を委託（専門相談員１名　月２回（３時間／日））

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化） 消費者被害防止のための啓発チラシ及び啓発物資の作成、配布を行う。消費者教育を目的とした出前講座で使用する啓発物資を作成する。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

（既存） 県内外の研修に相談職員１名が１回参加するための旅費として支出する。

（強化） 県内外で開催される研修会等に参加するための旅費。多様化・複雑化する相談内容に対応する為、事例研修等を積極的に受講し、相談職員のレベルアップを図る。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -79                   千円 前年度差 -23                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 103                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 81                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 980                      千円

うち交付金等対象経費 877                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 126                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 81                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 530                   千円

千円

前年度の消費者行政予算 656                      千円

対象人員数計 追加的総費用

1         163          

平成20年度の消費者行政予算 182                      

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1         72       

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

人



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

紀美野町 自治体コード 303046 平成 27

市町村事業計画様式

年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発グッズの作成 532 532 
作成費　120円×1.08×4,100部
（6月補正予算成立後、交付申請）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

532 532 - - 合計



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

消費生活アドバイスカレンダーの全戸配付

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 636                      千円

うち交付金等対象経費 636                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円

今年度の消費者行政予算 532                      千円

うち交付金等対象経費 532                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円 20年度差 -                       千円 前年度差 -                       千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -              人 今年度末予定 相談員総数 -              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

かつらぎ町 自治体コード 303411 平成 27 年度

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

100 100 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

参加旅費、受講料

⑧消費生活相談体制整備事業 専門相談員による相談事業に実施 146 73 消費生活相談業務委託料

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 相談職員のスキルアップを図るための研修参加

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

消費者被害防止のための広報、啓発教材の購入 714 714 啓発物資等作成経費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

960 - 887 - 合計

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

相談職員のスキルアップを図るための研修参加（１人×２回）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

消費生活パンフレットの作成、全戸配布を実施する。また、啓発用教材等による消費者被害に対する住民意識の向上と周知徹底を図る。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存） なし。

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし。

（強化） 平成２４年４月から専門相談員（委託）による相談を毎月１回（１日３時間）実施し、消費者被害の救済にあたる。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） 他機関から配布されたパンフレット等を配布。

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

法人募集型

人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数

1         36       

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

1         146          

平成20年度の消費者行政予算 -                          千円

前年度の消費者行政予算 961                      千円

うち交付金等対象経費 888                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 73                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 73                     千円

今年度の消費者行政予算 960                      千円

うち交付金等対象経費 887                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 73                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 73                     千円 20年度差 73                     千円 前年度差 -                       千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定 相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

九度山町 自治体コード 303437 平成 27 年度

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

- 

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

- - - - 

都道府県名 和歌山県 市町村名

- 

26年度
補正予算

基金

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用） - - - 

- - - 

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

- - - - 

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

- 

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援） - - - - 

- - - - 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） - - - 

⑧消費生活相談体制整備事業 専門相談員の配置 156 - 78 - 
専門相談員の配置（月1回・3時間／回）
（業務料10,800円＋交通費2,200円）×12ヶ月＝156,000円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

- 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

- - - - 

- - - - 

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

- - - 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

- - 

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

- - - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

- - - - 

156 - 78 - 合計



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし。

（強化） 平成23年4月から専門相談員（月1回・3時間／回）し、解決に高い専門性を要する事案への対応を図るとともに、相談の掘り起こしに努める。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数 # #

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

年間研修総日数 -         人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 -         人 実地研修受入人数 -         

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1         36       

対象人員数
（報酬引上げ）

-         

対象人員数計 追加的総費用

1         156          

平成20年度の消費者行政予算 6                          千円

前年度の消費者行政予算 156                      千円

うち交付金等対象経費 78                     千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 78                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                          千円

うち先駆的事業 -                          千円

うち交付金等対象外経費 78                     千円

今年度の消費者行政予算 156                      千円

うち交付金等対象経費 78                     千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 78                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                          千円

うち先駆的事業 -                          千円

うち交付金等対象外経費 78                     千円 20年度差 72                     千円 前年度差 -                       千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定 相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 -              人 今年度末予定 相談員数 -              人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 -              人 今年度末予定 相談員数 -              人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

高野町 自治体コード 303445 平成 27

市町村事業計画様式

年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業
毎月１回相談員を委託し消費生活相談窓口を開設す

る
177 88 相談員委託費14,720円×１２回＝176,640円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

広報用啓発物を作成し広報活動を行う 389 389 啓発物作成費（100円×１，８００枚×２回）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

566 - 477 - 合計



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

啓発用パンフレット等作成・配布

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 無

（強化） 消費生活専門相談員（１名・月１回・１日２時間）による相談業務を委託

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） 無

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1         24       

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

1         177          

平成20年度の消費者行政予算 3                          千円

前年度の消費者行政予算 394                      千円

うち交付金等対象経費 305                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 89                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 89                     千円

今年度の消費者行政予算 566                      千円

うち交付金等対象経費 477                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 88                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 89                     千円 20年度差 86                     千円 前年度差 -                       千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定 相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

和歌山県 市町村名 湯浅町 自治体コード 303615 平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業 専門知識を有する相談員の配置 146 73 
相談業務委託料（専門相談員1名、月1回、1日3時間）
（10,800＋1,340）×12回＝145,680

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

被害防止のための講演会や啓発物資の配布 118 118 啓発講座講師委託料、啓発物資作成、啓発講座用物品

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

264 - 191 - 合計

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

高齢者や学生を対象とした啓発講座の開催、啓発物資配布。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 専門知識を有する相談員を委託により配置（月1回、1日3時間）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

法人募集型

人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数

1         36       

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

1         145          

平成20年度の消費者行政予算 -                          千円

前年度の消費者行政予算 264                      千円

うち交付金等対象経費 191                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 73                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 73                     千円

今年度の消費者行政予算 264                      千円

うち交付金等対象経費 191                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 73                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 73                     千円 20年度差 73                     千円 前年度差 -                       千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定 相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

合計 534 - 461 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

講師への委託費、啓発物資の購入費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発講座による消費者教育、パンフレット等の配布に
よる啓発

388 388 

⑧消費生活相談体制整備事業 専門相談員による相談業務の実施 146 73 月１回委託する相談員の委託費（交通費を含む）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名 広川町 自治体コード 303623 平成 27



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 専門相談員1名を月1回配置（1日3時間、12回）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化） 啓発講座の開催、消費者啓発用カレンダー及び消費者啓発用パンフレットの購入（2種類×27,000部）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 68                     千円 前年度差 -                       千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 73                     千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 73                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 534                      千円

うち交付金等対象経費 461                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 73                     千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 73                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 419                   千円

千円

前年度の消費者行政予算 492                      千円

対象人員数計 追加的総費用

1         146          

平成20年度の消費者行政予算 5                          

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1         36       

対象人員数
（報酬引上げ）

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計 144 - 72 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑧消費生活相談体制整備事業 専門相談員による相談業務の実施 144 72 相談業務委託料（11,960×12ヶ月＝143,520）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名 有田川町 自治体コード 303666 平成 27

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 専門相談員による相談業務を委託（相談員１名・月１回・１回３時間）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 108                   千円 前年度差 -                       千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 108                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 72                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 180                      千円

うち交付金等対象経費 72                     千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 108                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 72                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 72                     千円

千円

前年度の消費者行政予算 180                      千円

対象人員数計 追加的総費用

1         144          

平成20年度の消費者行政予算

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1         36       

対象人員数
（報酬引上げ）

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

美浜町 自治体コード 303810 平成 27 年度

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

消費者被害防止のための啓発物資作成事業 300 300 啓発物資作成

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

300 300 - - 合計



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

啓発物資の作成

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 -                          千円

前年度の消費者行政予算 千円

うち交付金等対象経費 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円

今年度の消費者行政予算 300                      千円

うち交付金等対象経費 300                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円 20年度差 -                       千円 前年度差 -                       千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -              人 今年度末予定 相談員総数 -              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

日高町 自治体コード 303828 平成 27 年度

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発物資等の配布 800 800 啓発に係る物資購入

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

800 800 - - 合計



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

消費者行政の正しい知識を広く周知・啓発するため住民に啓発物資を配布し、被害防止に努める。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

法人募集型

人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 774                      千円

うち交付金等対象経費 774                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円

今年度の消費者行政予算 800                      千円

うち交付金等対象経費 800                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円 20年度差 -                       千円 前年度差 -                       千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -              人 今年度末予定 相談員総数 -              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計 300 - 300 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

啓発講座の講師委託料、啓発物品の購入

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

消費者啓発講座の開催、啓発物品配布 300 300 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

市町村事業計画様式

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

由良町 自治体コード 030383 平成 27 年度



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

（既存） なし

（強化） 消費者教育・啓発のための講座、啓発物資の購入配布。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -2                    千円 前年度差 -                      千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                      千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 300                      千円

うち交付金等対象経費 300                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                      千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 300                   千円

平成20年度の消費者行政予算 2                         千円

前年度の消費者行政予算 300                      千円

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -             人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -             人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

印南町 自治体コード 303909 平成 27 年度

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業 専門相談員による消費生活相談 147 73 相談員の委託料（専門相談員１名／年１１回）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

147 - 73 - 合計

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 専門の消費生活相談員による出張相談会を継続する。（委託１名・年間１１回・１回３時間）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

法人募集型

人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数

1         33       

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

1         147          

平成20年度の消費者行政予算 38                       千円

前年度の消費者行政予算 238                      千円

うち交付金等対象経費 164                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 73                       千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 74                    千円

今年度の消費者行政予算 147                      千円

うち交付金等対象経費 73                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 73                       千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 74                    千円 20年度差 36                    千円 前年度差 -                      千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1             人 今年度末予定 相談員総数 1             人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1             人 今年度末予定 相談員数 1             人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

合計 428 - 398 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

講師派遣委託・各小中学校へ啓発冊子の配布

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

消費者向け啓発講座の開催
消費者教育のため、啓発冊子の配布

342 342 

研修旅費

⑧消費生活相談体制整備事業 専門相談員による消費者相談 60 30 相談員委託料（年６回)

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 消費者相談窓口職員の研修会参加支援 26 26 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

都道府県名 和歌山県 市町村名

27年4月1日
事業着手分

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年4月2日以
降事業着手分

みなべ町 自治体コード 030391 平成 27 年度



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 専門相談員１名による相談を隔月１回（年６回）実施

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化） 消費者向けに啓発講座（３回程度）・消費者教育のため啓発冊子の配布

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存） なし

（強化） 消費者相談担当職員の研修会参加(１名１回）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -30                   千円 前年度差 -                       千円

うち先駆的事業 -                          千円

うち交付金等対象外経費 30                     千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 30                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                          千円

今年度の消費者行政予算 428                      千円

うち交付金等対象経費 398                   千円

うち先駆的事業 -                          千円

うち交付金等対象外経費 30                     千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 30                        千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                          千円

うち交付金等対象経費 156                   千円

1         60            

平成20年度の消費者行政予算 60                        千円

前年度の消費者行政予算 186                      千円

1         18       

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 1              人 今年度末予定 相談員数 1              人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 1              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 1              人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

年度都道府県名 和歌山県 平成市町村名 日高川町 自治体コード 303925 27

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発物資を作成し配布する 476 476 啓発物資の作成

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

476 476 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

合計

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化） 消費者問題に対する正しい知識を広く効率的に周知･啓発するため住民に啓発物資を配布し、被害防止に努める。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数

追加的総費用

研修参加・受入要望

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

人 実地研修受入人数

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総業務量（総時間）

千円

前年度の消費者行政予算

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数計

平成20年度の消費者行政予算

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

476                      千円

うち交付金等対象経費 476                   

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円

うち交付金等対象外経費 -                      千円

今年度の消費者行政予算 476                      千円

千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

前年度差

うち交付金等対象経費 476                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

20年度差 -                      千円 -                      千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                      



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -             人 今年度末予定 相談員総数 -             人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計 1,000 1,000 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

啓発物品の購入及び配布
（12月補正予算成立後、交付申請）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

消費者被害防止のための啓発 1,000 1,000 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名 上富田町 自治体コード 304042 平成 27

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

（既存） なし

（強化） 被害の未然防止を図るため、啓発物品を作成し街頭及びイベント等で配布する。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -                      千円 前年度差 -                      千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 251                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 1,251                   千円

うち交付金等対象経費 1,000                千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 251                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 1,000                千円

千円

前年度の消費者行政予算 1,251                   千円

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 251                      

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型

人



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -             人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -             人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

合計 250 - 250 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

　啓発冊子購入費・講座委託料

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

　啓発冊子購入・講座開催
　（消費者意識の向上・見守り体制の充実等）

250 250 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名 すさみ町 自治体コード 304069



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

（既存） 　啓発冊子の購入、啓発講座の実施（消費者意識の向上・啓発）、高齢者の見守り体制の充実、地域包括支援センター等との連携

（強化） 　消費者啓発、消費者意識の向上、高齢者の見守り体制の充実、各関係機関等との連携体制の強化

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -                      千円 前年度差 -                      千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                      千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 250                      千円

うち交付金等対象経費 250                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                      千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 300                   千円

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 300                      千円

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -             人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -             人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

合計 1,000 1,000 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

啓発用リーフレット印刷経費　出前講座講師派遣代

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発用ルーフレット作成、配布　出前講座 1,000 1,000 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名 那智勝浦町 自治体コード 304212 平成 27

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化） 啓発用リーフレットを作成し各戸配布する。出前講座を実施

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -34                   千円 前年度差 -                       千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 1,000                   千円

うち交付金等対象経費 1,000                 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 224                   千円

千円

前年度の消費者行政予算 224                      千円

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 34                        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -              人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

合計 142 100 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

消費者被害防止啓発（グッズ作製） 100 80 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

職員の研修支援 42 20 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

平成 27 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

都道府県名 和歌山県 市町村名 太地町 自治体コード 304221



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定
受託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図
るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関
する事業（消費者の安心・安全を確保するための取
組）

（既存） なし

（強化） 消費者被害防止グッズ作製

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 職員研修参加支援

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

年間実地研修受入総日数

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 42                    千円 前年度差 1                      千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 42                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 142                      千円

うち交付金等対象経費 100                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 41                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 200                   千円

平成20年度の消費者行政予算 -                         千円

前年度の消費者行政予算 241                      千円

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

人

年間研修総日数 人日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -             人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -             人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

304271

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

450 450 

⑧消費生活相談体制整備事業

消費者被害防止啓発用物資購入（全世帯配布）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止啓発

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

450 450 - - 合計

平成 27 年度都道府県名 和歌山県 市町村名 北山村 自治体コード



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

消費者被害防止啓発物資購入、配布

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                       千円

うち先駆的事業 -                       千円

-                       千円うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                       千円

うち先駆的事業 -                       千円

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

450                    

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

500                    前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

-                       

-                    

500                 

450                 

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

20年度差 -                    前年度差 -                    千円-                    千円うち交付金等対象外経費



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

相談員総数

相談員数

相談員数

相談員数 人

今年度末予定

相談員数 人 今年度末予定

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人

人

人

今年度末予定 -            

前年度における首長表明の有無 有

前年度末 相談員総数

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数

前年度における雇止めの有無 無

人

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員 前年度末

人 今年度末予定

人

処遇改善の取組 具体的内容

-            

④その他

③就労環境の向上

②研修参加支援



別添

自治体名 ○○（都道府）県

○実施要領及び運営要領別添１メニュー６「地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業」

事業の名称 事業区分 事業概要 支出予定額（千円） 関連事業の有無 備考

計 0

※メニュー６において実施する500万円以上の事業についてご記入ください。



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

合計 292 292 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

啓発リーフレット印刷代。（全戸配布のため9,000部）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発リーフレットを町内全戸配布することにより、高齢
者等への啓発を実施する。

292 292 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

串本町 自治体コード 304280 平成 27 年度



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化） 町内全世帯への啓発リーフレット配布。（9,000部）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

20年度差 -                       千円 前年度差 -                       千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

今年度の消費者行政予算 292                      千円

うち交付金等対象経費 292                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                       千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象経費 -                       千円

千円

前年度の消費者行政予算 -                          千円

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 -                          

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数

実施形態 自治体参加型 法人募集型



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

相談員総数 -              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -              人 今年度末予定



別記第３号様式（第６条関係）

和歌山県知事　　　　　　　　　様

市町村長名 印

平成　　年度和歌山県市町村消費者行政推進交付金変更承認申請書

１  内容変更の理由

２　変更内容

（１）変更事業内容

（２）変更事業経費配分

３　添付書類

(1)　市町村推進プログラム（別記第１号様式）
(2)　市町村事業計画（別記第２号様式）
(3)　その他参考となる書類

0 0

　　　第　　　　号
平成　　年　　月　　日

　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定のあった和歌山県市町村消費者行政
推進交付金の交付の対象となる事業について、下記のとおり内容を変更したいので、和歌山県
市町村消費者行政推進交付金交付要綱第６条の規定に基づき申請します。

記

(１)消費生活相談機能整備・強化事業

(２)消費生活相談員養成事業

(３)消費生活相談員等レベルアップ事業

(４)消費生活相談体制整備事業

0

(５)地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

(６)消費者安全法第４６条第２項に基づく法定受託事務

合　　　　　　　　　計

変更後全体事業費 変更後交付対象経費 変更後交付申請額事業名



別記第４号様式（第７条関係）

和歌山県知事　　　　　　　　　様

市町村長名 印

平成　　年度和歌山県市町村消費者行政推進交付金変更交付申請書

１　添付書類

(1)　市町村推進プログラム（別記第１号様式）
(2)　市町村事業計画（別記第２号様式）
(3)　その他参考となる書類

　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定のあった和歌山県市町村消費者行
政推進交付金について、別添市町村事業計画書のとおり実施したいので、和歌山県市町村消
費者行政推進交付金交付要綱第７条の規定に基づき、交付金を　　　　　　　　　円に変更
交付されたく申請します。

　　　第　　　　号
平成　　年　　月　　日



　 　　 　　 　　 　　 　　　 行
消

　　　　　　　　　 更



別記第５号様式（第8条関係）

１．事業実績内容

0 0 0合計 0 0 0 0 0

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

基金
　年4月2
日以降事
業着手分

　年4月1
日事業着
手分

基金

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

事業名（事業メニュー）

事業計画 事業の実績

事業の概要
（経費詳細も記載のこと）事業経費

交付金等対象経費

事業経費

交付金等対象経費

　年4月2
日以降事
業着手分

　年4月1
日事業着
手分

市町村事業実績書

都道府県名 市町村名 自治体コード 平成 年度



２．消費生活相談員の配置について

３．本年度の相談員の処遇改善に向けた取組

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

人

うち委託先職員等の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

人

うち非常勤の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数

相談員総数 人

うち常勤職員の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

交付金等対象経費

対象経費27年度
本予算

白浜町 自治体コード 304018 平成 27 年度

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

都道府県名 和歌山県 市町村名

26年度
補正予算

基金

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

109 100 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

研修参加にかかる旅費

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 相談窓口の強化に取り組む。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

啓発グッズを作成及び配布し、消費者被害を未然に
防止できるよう努める。

918 900 啓発グッズ作成等にかかる経費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

1,027 1,000 - - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

合計



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡
充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員
会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）
（既存） なし

（強化） 消費者生活相談の増加が見込まれるため、相談員のレベルアップのため研修に参加する。

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（消費者の安心・安全を確保するための取組）

（既存） なし

（強化） 消費者被害防止のための啓発物資作成及び配布。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（地域の多様な主体等との連携の強化を図るた
めの事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関す
る事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受
託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日数 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 33                        千円

前年度の消費者行政予算 19                        千円

うち交付金等対象経費 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 19                     千円

今年度の消費者行政予算 1,046                   千円

うち交付金等対象経費 1,000                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 46                     千円 20年度差 13                     千円 前年度差 27                     千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -              人 今年度末予定 相談員総数 -              人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 有

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他
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